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建　　　　　設 100（750　〃　）541．32386．3 6342．4 6990．1（3．8％）
運輸　・通信 100（779　〃　）329．91824．8 6483．710345．7（5．8％）
商業・金融サービス 100（8340　〃　）365．3823．7 3501．7 5751．1（34。4％〉











































地　域・地　区 都市部 農村部 差（都市／農村）
インドネシア 5．24 4．75 ＋11％
ジャカルタ特別市 5．28
西部ジャワ州 5．23 4．43 十18％
中部ジャワ州 4．97 4．68 ＋6％
スラカルタ市 4．88 一
カランアニャル県 4．86 4．83 十〇．6％
スコハレジョ県 5．19 4．85 ＋7％
ジョグジャカルタ特別州 5．01 4．65 十8％


























都市 農村 都市 農村
出所（出版年）
西部ジャワ
バンドンとその周辺 62 81 100 400 1（1977－81）
タシクマラヤとその周辺 62 81 100 400 1（1977－81）
中部ジヤワ
スラカルタとその周辺 52 76 100 400 1（1977－81）
サラティガとその周辺 52 76 lOO 400 1（1977－81）
スラカルタ 67 一 827 一 2（1986）
ジョグジャカルタ特別州
‘カリ・ロロヲ 0 70 一 478 3（1976）
東部ジャワ
















































































































































家族構成のタイプ スネン地区 トゥブ地区 スネン地区 トゥブ地区 （198ユ年）
実数（％） 実数（％） 実数（％） 実数（％） 実数（％）
夫婦家族 244（81．3）16（76．2） 72（64．9） 94（87．9） 558（67．5）
完全・拡大せず 164 9 44 36 411
完全・拡大 42（42）〈3＞4（3）〈1＞ 22（12）〈7＞53（20）〈41〉 66
欠損・母子 35（3） 2 6〈2〉 2〈1〉 ｝8・
欠損・父子 3 1 一 3〈2＞
直系家族 29（9．7） 2（9。5） 26（23．4） 11（10．3） 155（18．7〉
完全 1 一 6（1） 5（1）〈1＞ 40
欠損1a 18（4〉＜1＞ 一 15（2）〈1＞ 5（2）〈1〉 74
欠損2 3 1 2（1） 一 19
欠損3 一 一 1（1） 一 一
欠損1と2 6 1（1）＜1＞ 2（1） 1〈1〉 20
欠損1と3 一 一 一 ｝ 2
欠損2と3 1（1） 一 一 ｝ ｝
複合家族 一 一 1（0。9） 一 10（1．2）
完全 一 一 1（1） 一 1
欠損1b 一 一 ｝ 一 4
欠損2 一 一 一 一 5
直系一複合家族 1（0．3） 一 3（2。7） 一 14（1．7）
完全 一 一 3（1） 一 3
欠損1 1 一 一 一 1
欠損2 一 一 一 一 10
単独成人 17（5．7） 2（9．5） 5（4．5） 1（0．9） 51（6．2）
未婚 2 2 一 1〈1＞ 6
既婚 4 一 2 一 ｝4・
Janda（寡婦） 9 一 3 一
Duda（寡夫） 2 一 一 ｝ 5
その他の親族世帯 9（3．0） 1（4．8） 4（3。6） 1（0．9） 28（3．4）
（1） （1） （4）
非親族世帯 一 一 一 一 11（1．3）






















































































夫婦家族 直系家族 複合家族 直系一複合家族 単　　身
その他の
親族世帯 計
バタヴィ 103 14 0 1 5 1 124
（ジャカルタ子） 83．1 11．3 0．8 4．0 0．8
西部ジャワ 52 6 0 0 2 2 62
（スンダ） 83．1 9．7 3．2 3．2
中部東部ジャワ 28 2 0 0 0 2 32
（ジャワ） 87．5 6．3 6．3
北スマトラ 5 0 0 0 0 0 5
（バタック） 100．O
西スマトラ 16 2 0 0 0 1 19





















専門・教 修理工 もの売り ホテル
師・軍人 会社員 自　営 職　人 労働者 の運転 年金 不明
・公務員 日雇い ベチャ引き 従業員
無就学 1 1 2 2 5 2???
低学歴 13 27 1 10 18 63 5 3
ン 高学歴 10 38 2 13 1 2 3
不明 2 4 1 1 8 2 6
無就学 1 1






















月収（Rp．） 夫婦家族 直　系 複　合 直系一複合 単　身 その他の親族世帯 計
5000～　99991 1 2
10000～499999（64．3） 4 1 14
50000～9999918（75．0） 2 1 1 2 24
100000～19000035（76．1） 10 1 46
200000～49999940（83．3） 5 1 2 48







































































































計 25 23 4 2 1 1
出典：Kartu　Keluargaより作成
表12　夫方・妻方属性別，出身地別傍系家族数（ジャカルタ　1984年）　（単位：戸〉


















































































































































































インドネシア フィリピン タ　　イ シンガポール 香　　港 韓　　国 日　　本
1980－85年
総出生率 131．4 136．6 110．9 51．6 53．2a 86．9 46．4
離婚率
1978年 1．52 『 0．45 O．61b 一 O．52 1．15
1984年 1．09 『 0．58a 0．80 0．62 O．85 1．49
　a．1985年，b．1979年。
出典：UN1）佛08脚厩γ6αめo罐1990
1）インドネシアでは，女性の世帯主がしばしばみられる。321票の「家族カード」のう
　　ち，17％（55件）が女性の世帯主になっており，そのうちの67％（37件）は母子家庭
　世帯，また16％（9件）が未亡人単独世帯のケースである。同居の夫のいる妻が，世
　帯主である例はみられない。
2）カソリック教徒と華人系の家族の場合は，姓（家族名）と個人名，両方の記載がある
　のが一般的である。カソリック教徒は，「家族カード」の分析では，パレンバン，バ
　　タック，ムラユ，バタヴィの家族にみられる。華人系は圧倒的に仏教徒であるが，仏
　教徒の6割がバタヴィの華人で占められている。しかし，カソリック，仏教とも，イ
　　ンドネシアの中では少数派で，分析対象家族の90％がイスラム教で，仏教が5％，次
　　に多いのが，バッタクに多くみられるプロテスタント系キリスト教3％となっている。
3）親族呼称体系については，今野裕昭「インドネシア人の人間関係」257－259頁。また，
　　ジャワの親族呼称については，染谷正道「ジャワにおける親族呼称の機能と構造」
　　『民族学研究』41巻2号　1976年，105－136頁。
4）ジャカルタには，同郷出身者たちが集まり，同じ職業についている人たちが住むカン
　　ポン（都市の中のむら的な居住区）がいくつかあるが，「家族カード」を収集した隣
　組はとくに特定の民族カンポンというわけではなく，さまざまなところからの人々が
　集まっている。民族カンポンについては今野裕昭「インドネシアの都市化と都市社会」
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　205，212－213頁。山下晋司「都市エコロジー」坪内良博編『東南アジアの社会一講
　座・東南アジア学3』弘文堂1990年，193－194頁を参照されたい。
5）西部ジャワはスンダ人が，中部と東部ジャワにはジャワ人が，マデュラにはマデュラ
　人，バリにはバリ人，ジャンビ地方にはジャンビ，パレンバンにはパレンバン，ベン
　　クル地方にはベンクル人が，南スマトラとランプン，リアウ地方にはムラユが，アチェ
　地方にはアチェ入が，北スマトラにはバタック人が，西スマトラにはミナンカバウが，
　カリマンタンにはバンジャール人が，マルク地方にはアンボン人が多い。「家族カー
　　ド」を見ると，地方出身でジャカルタに来た女性は，第2子目位までは出産の際に実
　家に帰る慣行があるとみえ，子どもの出生地が母親と同じ出身地で，直後にジャカル
　　タに転入してきている記載のものが多い。
6）佐々木・今野・中山「巨大都市ジャカルタの産業構造と人口移動」514，515頁。職業
　と収入，学歴についての相関に関しては，今野裕昭「都市化と都市インフォーマル・
　セクター一インドネシアを素材にして」『秋田大学教育学部研究紀要』第40集　1989
　年，116－119頁を参照されたい。
7）インドネシアでの公務員，会社員の給与は，現金支給と併せて米や住宅などの現物給
　を組合わせている場合が多い。また，本業のほかに副収入があるものが，かなり多く
　みられる。収入階層をとるにあたって，現物給も金額換算し，本業，副収入すべてを
　合わせた額で設定している。
8）佐々木・今野・中山「巨大都市ジャカルタの産業構造と人口動態」417－534頁。
9）家族員数を算出するにあたり，同居している傍系親族および召使は家族員数の中に含
　めた。雇用人が家族員として「家族カード」に記載されているというケースは見られ
　なかった。すぐあとにあげる転入者調査にあっても，同じ基準で算出した。転入者調
　査では，もの売りや職人の家で雇用人が同居しているというケースがスネンで6戸あ
　るが，これについては雇用人を家族員数から除いて計算している・
10）Evans1984a：195の表より算出。
11）伽4・：145，173－178。一方，黒柳は，「親の老後の世話を（子どもの）誰がするか
　は，その時々のケース・バイ・ケースで，より条件に適った子どもが選定されるにす
　ぎない」とし，妻方夫方いずれの優位性もないとしている（黒柳晴夫「ジャワ農村家
　族における子どもの社会化」池田長三郎編『アジアの近代化と伝統文化』嶺南堂書店
　　1982年，103頁）。
12）「きょうだい」は，夫婦家族形態の中での夫婦のきょうだいで，直系や複合家族の中
　に留まっている未婚のきょうだいたちは寄留傍系親族の中に含めていない。
13）高橋・黒柳・柄澤の分析では，分類の基準が異なり，拡大している夫婦家族の内訳が
　不明なため，ここでは農村部と都市部の比較はできない。
14）Geertz，H．『ジャワの家族』　54頁。
15）戸谷修「中部ジャワの村落における家族・親族の構造」伊藤・内藤・佐々木編『近代
　社会学の諸相』御茶の水書房　1987年，537頁。
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5．む　す　び
　ひとつ目の論点として設定した都市化と核家族化に関してエバンズは，
「ジャワでは都市部の方が農村部よりも核家族世帯率が低い」ことを主張し
ているが，この主葭は全面的に当たっているとはいえない。少なくとも大都
市と地方都市の都市部だけを問題にすると，都市化と核家族化についてエバ
ンズの主張とは逆の結果が出ている。都市化と核家族化という点では，核家
族率に関して
　　農村部　＞　地方都市　く　大都市
という結果が得られ，農村と地方都市の間では都市化と核家族化が逆相関，
地方都市と大都市の問では正相関するということになる。巨大都市の核家族
率は，農村部のそれとほぼ同率になっている。ただし，核家族率が農村部と
同率になるのは，都市の中でも主座都市（プライメイト・シティ）としての
ジャカルタだけがもつ特性なのかを，スラバヤ，バンドン，メダン等の大都
市も含めて比較検討することが，今後必要である。
　もうひとつの論点である，「都市部の方が農村部よりも規模の大きい家族
が多い」というエバンズの主張は，ジャワにおいては正しいことが認められ
る。家族規模については，ハルチョフの命題という一般常識とは逆に，産業
化が進んでいる大都市ほど家族規模が大きくなり
　　農村部　く　地方都市　く　大都市
という結果が，ジャワでは出てきている。
　一般に言われている，「都市部においては小家族化し，また，貧困層にお
いて小家族化する」という命題の前半部分は，ジャワにおいては確実に当て
はまらない。ただ，貧困層において小家族化するという後半の部分は，トゥ
ブとスネンを比べてみて正しいといえる。貧困層では一家総働きという状況
があるにしても，収入の高いものほど規模の大きな家族を維持できるという
ことになろう。
　しかしながら，貧困層において小家族化するこの傾向が，核家族化の進行
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と結びついているとはいえない。貧困層の多いスネンでは核家族率が高くし
かも家族規模が小さいという結果が出てはいるが，それは単純に階層性によっ
て規定されているのではなく，むしろ，転入してきた住民たちの家族の形に
よって多分に規定されていることが示唆されており，地区の住民の民族構成
が家族員の数と形態のあり形に大きく作用していると考えられる。家族規模
が民族によって異なる傾向があることが，これを裏づけている。
　ジャワにおいて，都市部の方に規模の大きな家族が多い理由は，エバンズ
の言うような物理環境的条件だけでは，単純に説明できないようである。ス
ネンとトゥブ1戸あたりの平均人員を比較すると，空問に余裕のあるトゥブ
の方が1．28人も多いことから，都市部の物理的空問の余裕のなさが規模の大
きな家族を生み出すと断定することはできない。もっと複雑にいろいろな要
因が作用していると考えるべきで，すでに確かめたように，子どもの多さ，
寄留者の存在，離婚者の出戻りの要因が作用していることは確かである。
　都市化と小家族化は相即するというハルチョフの命題が，現時点での開発
途上国に当てはまらないことは，少なくとも確かめられた。
　だとすれば，産業化のある特定の段階でのみ，これが当てはまると解釈す
ればよいのだろうか。先進諸国にあっても，たとえば日本の小家族化動向は，
1960年代の経済の高度成長の中で世帯規模の空前絶後の縮小が生じたのであ
り，1970年代後半以降低成長に入ってからは小家族化の動向も著しく鈍化し
ている1〉との指摘が，思いおこされる。
　そうではなくして，第三世界の都市化は先進工業国の都市化とは異質のも
のを含んでいる，と考えた方がよいのであろうか。もし異質であるとすれば，
なにがその異質性をつくり出しているのか。第三世界にみられる都市内部で
のインフォーマル・セクターの肥大化が，関連しているのであろうか。
　こういった点を，今後さらに詳細に検討する必要があるといえよう。
1）森岡清美『新しい家族社会学』187頁。因みに1980年には，日本では1世帯平均3．2
　人であるのに対し，欧米（米，英，西独）では2．7人までに縮小している。
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（付記）本研究は，平成4年度文部省科研費（一般研究C）「インドネシア
農村の社会変動と都市化に関する比較社会学的研究」（代表者，愛知学院大
学教授・黒柳晴夫〉の補助を受けている。
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